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≪平成２５年度進捗状況≫及び≪各事業と子ども・子育て支援事業計画の関係≫

〇次世代育成支援対策推進法の改正について

・法律の期限を１０年間延長（平成３７年３月まで）

・市町村行動計画の策定が義務から任意へ

・国による行動計画策定指針の改定が予定（現段階では案が示されている）

（次世代育成支援対策の中核たる保育サービスや子育て支援事業等については、従来、行動計画策定指針中の参酌標準を基に市町村行動計画で

　目標事業量を定めることとされていたが、子ども・子育て支援法の制定でそれらの定量的整備目標は、同法に基づく市町村計画に記載されることに

　なり、同法の制定に伴う関係整備法の一つとして法が改正され、参酌基準の規定が削除されるとともに、法に基づく市町村行動計画等の策定義務

　が任意化されるなどの規定整備が行われた。すなわち、従来保育サービスや子育て支援事業の推進について、次世代法が果たしてきた役割・機能

　は恒久法たる支援法に引き継がれたのであり、今後は両法が相まってより手厚い次世代支援が推進される。なお、策定義務が任意化された市町村

　行動計画等は、各地域の実情に応じ必要な特定の事項のみ作成することも可能である。（策定指針の案より抜粋））



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

1

ショートステ
イ
（子育て短期
支援事業）

　社会的な理由で、家庭での子どもの養
育が一時的に困難になったときに、お子
さんを預かります（宿泊を伴う）
　年齢別となっている料金設定や兄弟の
利用、連泊する場合の利用料の軽減な
どが必要となっています。
　定員数については、利用数の推移をみ
て判断していきます。

継続

　利用しやすい条件の整備
　・学校、幼稚園、保育園等へ
の送迎の検討
　・連泊時の利用料の検討

ショートステイ：延べ４８日。昨年度利用
児童が一時保護後に養護施設に入所。
今年度は育児疲れの母の利用のみのた
め利用延べ日数が減少している。
・利用に際し面談、育児相談や継続的な
相談につなげ緊急時の利用もあり、重要
な役割をしている。
・平成２４年からは保育園・学校の送迎を
施行している。
・連泊時の利用料について、免除世帯に
ついては長期に渡っての利用はあるが、
有料世帯においては２泊３日が平均利用
日数で支払いできる範囲で利用をしてい
るため現状維持。

子育て支
援課（子
ども家庭
支援セン
ター）

子ども・子育て支援事業計画
（子育て短期支援事業）

2

トワイライト
ステイ
（子育て短期
支援事業）

　仕事等の理由で平日の夜間または休
日に不在となる家庭で、子どもの養育が
困難になったときに、日中、夜間にお子さ
んを預かる事業です。
  現在はショートステイで対応できており
未実施ですが、今後、ニーズを精査する
とともに他の事業対応の可能性も含め検
討します。

新規
　トワイライトステイ事業の設
置を検討

ショートステイ（午後８時まで）を利用でき
る状況から、現在は夜間のトワイライトス
テイも兼務しており現状維持。

子育て支
援課（子
ども家庭
支援セン
ター）

子ども・子育て支援事業計画
（子育て短期支援事業）

3
ファミリー・サ
ポート・セン
ター

　育児のお手伝いをしたい会員と、育児
のお手伝いを受けたい会員による、組織
的な有償サービスの相互援助活動です。
　提供（協力）会員に比べて依頼（利用）
会員が多く、提供会員の高齢化も生じて
いることから、提供会員の増員に努めま
す。

継続
　提供会員の増員も念頭に、
相互援助活動の充実を継続す
る。

援助活動件数：延べ3,644回
会員数
・提供会員　205名
・依頼会員　491名
・両方会員　   7名

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（ファミリー・サポートセンター事業）

1



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

4
子ども家庭
支援センター
事業

　０歳から18歳未満までの子ども家庭総
合マネジメント機関として、総合相談や情
報提供の他、子どもと家庭を支援する
ネットワークの構築と関係機関間の調
整、要支援家庭サポート、在宅サービス
の提供などを行っています。
総合相談の件数増加や虐待対応ケース
の重度化に伴い、関係機関の役割の明
確化がより必要になっています。
今後は地域の中核機関として、地域の子
育て相談力の向上を目指し、職員配置の
充実に努めるとともに、子育てひろばや
関係機関との連携強化に努めます。

拡充

　先駆型子ども家庭支援セン
ターへの移行し、児童虐待対
応力の強化に努め、より事業
の充実を図る。

・子ども家庭支援センター
新規相談件数　　２１６件（平成２５年
度より子育てひろば事業の相談件数
を除いた件数を計上）
（被虐待相談105件、養護相談62件
等）
・交流スペース利用
利用者参加延べ数　　　　８、３４１人
年間事業実施回数　　　　　　６１回
参加延べ利用数 　　　　　１,４５２人
・地域子ども家庭支援センター上の
原
利用者参加延べ数　　　　８、９２２人
年間事業実施回数　　　　　　５０回
参加延べ利用数        　　　　９７６人

子育て支
援課（子
ども家庭
支援セン
ター）

子ども・子育て支援事業計画
（養育支援訪問事業その他要支援
児童、要保護児童等の支援に資す
る事業）

5

子育てひろ
ば（地域子育
て支援セン
ター）の充実

　地域における子育て親子の交流を促進
する支援拠点として、子育て等に関する
情報提供、相談・支援の実施などが行わ
れています。平成22年度より新規に１か
所開設し、市内２か所となる予定です。
　地域の相談力向上のため子ども家庭
支援センターとの連携を充実させていき
ます。

拡充

　地域子育て支援センターを
地域の相談対応力強化事業
に活用。地域の子育て支援関
係者とのネットワークの構築を
行う。

　子育て家庭および地域の関係機関
からの相談を受け、地域の見守り等
の連携を強化し、子育て支援ネット
ワークを構築し子育て環境整備の支
援をしている。また、下里しおん保育
園内、はこぶね館でも日常的な事業
を実施。事業回数１１４回、参加者４,
３１０人

子育て支
援課（子
ども家庭
支援セン
ター）

子ども・子育て支援事業計画
（地域子育て支援拠点事業）

2



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

6
子育て相談
の充実

　市内のほぼ全域にある保育園で、子育
てに関するノウハウを活かした子育て相
談が行われています。
　子育てひろばや関係機関との連携を図
りつつ、地域に開かれた保育園として、
身近で利用しやすい子育て相談に対応し
ていきます。

継続
　子育て相談の拠点として保
育所の子育て相談体制を整
備。

　地域子育て支援センター、保育所
の地域活動事業にて実施。
　保育所では、在園児に限らず、随
時子育て相談を実施した。

子育て支
援課（子
ども家庭
支援セン
ター）

保育課

子ども・子育て支援事業計画
（地域子育て支援拠点事業）

7
子育て情報
の提供

　保育園に通っている園児の保護者や地
域活動に参加する保護者に対し、子育て
についてのさまざまな情報提供を行って
います。
　今後は、各保育園の創意工夫によりだ
れもが手に取れる子育て関連情報を年1
回以上発行するなど、情報提供機能を充
実させていきます。

継続
　育児・子育て支援情報の提
供。

園庭解放などの子育て世代の保護
者と触れ合う場での相談・助言を実
施。また離乳食講座・子育て相談の
場で、子育て関連情報を提供した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（利用者支援事業）

8
地域活動事
業の充実

　市内各保育園は「地域に開かれた保育
園」を目指し、育児相談、園庭開放、異年
齢児・世代間・地域交流行事などを行っ
ています。
　今後も、大規模なイベントから気軽に参
加できる事業まで、各種地域活動事業の
充実に努めます。

継続
　・全保育所で実施
　・補助支援継続

公立７園、　公設民営３園
私立6園で実施。地域活動事業とし
ての講座や企画等の目的を確認し
た。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

9
父親の育児
参加支援の
推進

　父親の育児への参加を後押しするた
め、行事へ参加しやすい環境を整備し、
父親向け育児講座など、新たな事業企
画を通じて父親の育児参加を支援しま
す。

継続
　講演、相談などを通して親子
がふれあう場を提供。

育児講座による子どもの健康相談を
実施し、父親等が参加した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

3



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

10
児童手当支
給事業

　児童を養育する家庭における生活の安
定、及び次代の社会を担う児童の健全な
育成と資質の向上を図るため、児童手当
法に基づき手当を支給します。

継続

　児童を養育する家庭におけ
る生活の安定、及び次代の社
会を担う児童の健全な育成と
資質の向上を図る。

延べ支給人数
0～3歳未満29,061名
3歳以上小学校修了前99,579名
小学校修了後中学校修了前34,759
名

子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

11
子ども医療
費助成事業

【乳幼児医療費助成】
　義務教育就学前にある児童の保険診
療にかかる自己負担分を助成していま
す。平成21年4月より市単独事業として所
得制限を全年齢において撤廃しました。
【義務教育就学児医療費助成】
　平成19年10月から義務教育就学期に
ある児童の保険診療にかかる自己負担
分のうち1割を助成しています。平成21年
10月より助成範囲の拡大を行うとともに、
今後も充実方法を検討していきます。

拡充 　子育て支援事業の充実

【乳幼児医療助成】
　保険診療にかかる自己負担分の
全額を助成。　市単独助成により所
得制限枠を撤廃している。
　対象　6,406名
【義務教育就学児医療費助成】
　助成額は外来のみ自己負担分200
円を控除した金額、調剤・入院は全
額助成。24年度から所得制限が緩
和され、対象者が増加した。
　対象　7,233名

子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

12
入院助産の
実施事業

　市内に住居を有し、保健上必要がある
にも関わらず、経済的理由により、入院
助産を受けることができない妊産婦に対
して安全で衛生的な出産を保証するた
め、指定された助産施設での入院出産に
要する費用を助成しています。
　制度として確立しており、今後も利用者
への十分な説明と病院との連携、事務手
続きのスムーズな執行に努めます。

継続 　継続 平成25年度：助産　6名
子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

13
幼児教育の
振興事業

　東久留米市私立幼稚園連合会の活動
費、教職員の研修、園医等の報酬に対
する補助金を交付することにより、幼児
教育の振興充実を図っていきます。

継続

　補助金の交付により、連合会
の円滑な活動と教職員の資質
向上、園児の保健管理、幼児
教育の振興を図る。

　東久留米市私立幼稚園連合会
　（構成　８園）に、各園の教職員の
研修、園医等の報酬、寄生虫検査に
対し補助金を交付。

子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

4



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

14
幼児教育の
推進事業

　幼稚園等園児の保護者負担を軽減し、
幼児教育の推進に努めます。現在、国と
都は所得制限の基準がありますが、市の
単独事業では全員に補助を行っていま
す。今後は、所得に応じた保護者負担軽
減の取り組みを図っていきます。

継続
　幼児教育の推進に努めつ
つ、所得に応じた園児保護者
の負担軽減に取り組む。

私立幼稚園等園児保護者補助金
交付対象者数
　前期（ 4～9月） 1,668人
　後期（10～3月） 1,684人

子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

15
保育園定員
の適正化

　多様化する保育ニーズに対応するた
め、保育所の建替え等の整備を機に低
年齢児の拡大を考慮した定員の見直しを
図ります。平成18年度には移転・新設し
たひばり保育園(公設民営）で定員の拡
充を図り、現在定員は1,495人(公立989
人、私立506人）となっています。　また、
平成22年4月に公設民営園１園、同年6
月に私立保育園１園の開園を予定してい
ます。
　東久留米市立保育園の民営化実施計
画（改定版）により、保育園の施設更新に
合わせて定員の適正化を図っていきま
す。
（目標値）
認可保育所定員数
　　21年度1,495人
　　26年度1,617人
認可保育所
0歳児～2歳児の定員
　　21年度581人
　　26年度655人

拡充
　認可保育所定員数（目標値）
平成２６年度　1,617人

平成25年度末の認可保育所定員数
は1,690人である。市立みなみ保育
園民営化により定員９０人→１３１人
にすべく事務を遂行した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

5



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

16
市立保育園
民営化の推
進

　東久留米市立保育園の民営化実施計
画（改定版）に基づき、民間活力の導入
による既設園の民営化を進め、待機児解
消を図っています。その際、施設更新等
により受け入れ数を拡大するとともに、保
育環境を整備し、保育サービスの拡充を
進めます。
（目標）
民間化実施園数
平成26年度までに2園

拡充

　都営住宅の建替えに伴い、
平成２５年度末にみなみ保育
園を閉園し、新たに平成２６年
４月に民設民営（私立）園を開
設予定。

市立みなみ保育園の民営化におい
て、４月より引継保育、１月より合同
保育を実施。また８月より引継連絡
会を実施した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

17
認可保育所
の充実

　現在市内には、認可保育所が15園、定
員総数は1,495人となっています。
　待機児童解消を目指し、平成22年4月
に公設民営園１園、同年6月に私立保育
園1園の開園を予定しています。　平成26
年度には、認可保育所16園、定員総数を
1,617人に拡充する見込みです。

継続

　平成２４年度に私立保育園１
園の増築を行い定員拡大を予
定。平成２５年度末に市立みな
み保育園を閉園し、新たに民
設民営（私立）園を開設。この
際に定員の拡大を図る予定。

市立みなみ保育園民営化後の新園
においての定員９０名→１３１名の調
整を実施した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

18
認証保育所
の開設

　待機児童の解消及び都市の多様な保
育需要に対応するため、認証保育所の
開設を促進します。現在は、市内に認証
保育所Ａ型1園、Ｂ型1園、また、認証保
育所へ移行準備をしている認可外保育
施設が1施設あります。
　待機児解消のため、国や都の動向も注
視しつつ、市内で認証保育所の開設を希
望する事業者を支援していきます。

拡充
　待機児童の解消及び多様な
保育需要に対応するため、認
証保育所の開設を推進。

平成２５年５月に、ぽけっとランド南
沢が開園。定員４０名。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

19
保育室の認
証保育室へ
の移行

　低年齢児童の受け入れ施設である保
育室の認証保育所への移行を行うことに
より、待機児童の解消を図ります。
　（目標値）
　認証保育所への移行数
　平成26年度までに1施設移行

継続 　1施設移行目標
認証保育所への移行における課題
を整理し、施設長と協議をした。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

20
家庭福祉員
への助成の
充実

　低年齢児の家庭的な保育への需要が
あることから、新規開設への支援を進め
ます。現在は、家庭福祉員6名、受け入
れ定員26人となっています。家庭的な雰
囲気の中で保育を行う家庭福祉員の拡
充により、待機児童の解消を図ります。
また、研修などを通じて、市立保育園との
連携を進めます。
　（目標値）
家庭福祉員の開設数：毎年1施設開設

拡充 　毎年１施設開設目標
　
　今年度より保育従事職員等処遇改
善事業を実施した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

21
認定こども園
への助成

　認定こども園の設置者に対して補助金
を交付することにより、幼稚園・保育所等
における小学校就学前の子どもに対する
教育及び保育並びに保護者に対する子
育て支援の推進を図ります。

継続

　国の幼保一体化の推進を念
頭に置いたうえで、小学校就
学前の子どもへの教育と保育
の総合的な推進を図る。

　東久留米市認定こども園運営費等
に係る補助金交付園数
　市内　２園
　市外　４園

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

22
低年齢児保
育の充実

　０～２歳までのいわゆる低年齢児の保
育ニーズに対応するため、受け入れ枠の
拡大を図ります。平成21年4月時点、認
可保育園の待機児童数は、1歳児59名、
2歳児30名となっており、今後開園を予定
している保育園においても低年齢児保育
を行い、受け入れ枠を拡充します。
（目標値）
認可保育所0歳児～2歳児の定員
平成21年度581人 → 平成26年度655人

拡充
今後も幼保連携型認定子ども
園化を視野に入れ、該当園を
検討していく。

市立みなみ保育園民営化後の新園
定員に向けて０～２歳児定員２８名
→５６名への増員になるよう調整を
実施した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

23
延長保育の
充実

　保護者の就労形態の多様化や通勤時
間の増加等の保育ニーズに対応するた
め、通常保育時間（11時間）以上の保育
を行う延長保育実施園の拡大を図りま
す。現在、公立保育園３園、公設民営保
育園２園、私立保育園５園で延長保育を
実施しています。今後開園予定の保育園
においても延長保育を実施していきま
す。
（目標値）
延長保育実施園数
平成21年度10園 → 平成26年度16園

拡充 　16園実施目標
　公立３園、公設民営３園
　私立６園で実施。
　延べ利用人数　３２,９９４人。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（延長保育事業）

24
産休明け保
育の拡充

　就労先の状況などにより、育児休業が
取りにくい世帯のため、産後８週間を経
過した児童の保育を行います。現在は私
立保育園5園と公設民営園1園で実施し
ています。年度後半に入所対象年齢に
達する児童については、保育園の受け入
れ枠が少なく、待機児童につながる場合
があるため、産休明け保育の対応を拡充
していきます。
（目標値）
産休明け保育を実施している認可保育
園数
平成21年度6園 → 平成26年度9園

拡充 　産休明け保育実施園の拡大

公設民営３園、私立園６園で実施。
市立みなみ保育園民営化後の新園
において産休明け保育を実施するよ
う調整をした。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

25
年末保育の
検討

　多様な就労形態に対応するため、年末
においても保育が必要とされる世帯のた
めに、平成19年度より年末保育を実施し
ています（公立１園、公設民営１園で実
施）。利用者の需要の動向を把握しなが
ら、事業を進めていきます。
　（目標値）
　年末保育を利用した延べ人数→30人

継続
　保育需要に応じ、年末の時
期の実施を検討。

公立１園と公設民営１園で実施して
いるが平成２５年度については公設
民営園では希望者がいなかった。
　実施日数　　　　　２日
　延べ利用人数　公設公営園１７人
　　　　　　　　　　　公設民営園　０人

保育課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

26
病後児保育
の実施

　保育所通所児童等で、病気の回復期に
集団保育が困難な期間、個別の保育を
必要とする子どもを対象とした病後児保
育の実施を検討してきました。市内医療
機関では既に独自に実施しているところ
がありますが、市としては支援できていな
いのが現状です。今後、利用者の需要の
把握に努め、病後児保育実施に向けて
検討を進めます。
　（目標値）
　平成26年度までに実施

継続 　病後児保育事業の検討
　一日利用者　１６８人
　半日利用者　　２８人 保育課

子ども・子育て支援事業計画
（病児・病後児保育事業）

27
私立保育園
への助成の
充実

　児童福祉法及び東久留米市保育運営
費支弁要綱に基づき、私立保育園5園、
公設民営保育園2園に運営費を助成して
います。保育園独自の取り組みにも対応
できるよう、内容の充実を検討していきま
す。

継続
　私立保育園への助成の充実
を図る。

　公設民営３園、私立７園に運営費
を助成。また今年度初めて保育士等
処遇改善臨時特例事業を実施した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

28
保育園の改
修・建替えに
よる整備

　施設の老朽化に対応するため、保育園
の改修を進めます。公立保育園全園の
改修を行っていますが、経年劣化により
改修が必要とされる箇所が増えており、
計画的な改修を行っていきます。

継続
　引続き既設園の計画的整備
を実施していく。

　全園で早急に改修が必要な箇所に
ついて改修工事を実施した。緊急で
ない計画的整備についても予算の
範囲内で実施した。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

29
保育園園庭
整備

　園庭を整備し、地域活動事業や園庭開
放を行い、地域の子育て支援と交流の場
を提供しています。平成18年度より１年
に1園のペースで園庭改修を行っていま
す。今後も計画的に園庭整備を進めてい
きます。

継続
　整備されている保育園から、
園庭開放実施。

　ちゅうおう保育園、さいわい保育園
の園庭排水枡の改修工事を実施。
　しんかわ、ちゅうおうの園庭に遮光
ネットが張れるよう固定用金具ワイ
ヤーの設置工事を実施。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

30
第三者サー
ビス評価の
促進

　利用者の選択性の確保を図るため、認
可保育所の第三者評価の受審支援と普
及、定着に努めます。

継続

　認可保育所の受審計画を進
めるとともに、利用者の選択性
の確保を図るため､実施支援と
普及、定着に努める。

　認証保育所3園で実施した。 保育課
子ども・子育て支援事業計画
（幼児期の教育・保育）

31
一時預かり
（一時保育）
の充実

　病気などの緊急時や就労等で子どもの
保育が一時的に困難な場合、育児疲れ・
保育によるストレスなどにより一時的に
保育が必要な場合に子どもを預かる事
業で、就労の有無等に限らず、誰でも利
用できます。
　現在は公設民営保育園1園、私立保育
園3園で実施しています。
　今後開園予定の保育園でも一時預かり
（一時保育）事業を行うとともに、市が独
自で行う一時預かり事業についても検討
していきます。
（目標値）
一時預かり(一時保育）事業実施保育園
数
平成21年度４園 → 平成26年度７園

継続
　平成23年度、Ｎｉｃot東久留米
実施。
　７園実施目標

　ひばり保育園、上の原さくら保育園
（公設民営）、久留米みのり保育園、
あそか保育園、下里しおん保育園、
Nicot東久留米（私立）で実施した。
　延べ利用児童数　１２，６００人

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（一時預かり事業）

32
幼稚園の預
かり保育

　東久留米市私立幼稚園では、預かり保
育事業を実施しています。平成20年度の
実績では８園ともに実施し、このうち３園
では長期休暇中も実施しています。

継続
　今後の幼保一体化に向けた
国の動向に注視しつつ、事業
を継続。

　市内８園ともに預かり保育を実施
し、各園が保護者に利用しやすいよ
う見直し・改善を図り取り組んでい
る。

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（一時預かり事業）
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

33
母子健康手
帳の交付

　健康課・市民課・各連絡所で母子健康
手帳の交付を行っています。交付時に、
妊婦健診票（14回分）、子育て情報や気
軽に相談できる窓口の紹介等の資料（子
育て便利帳）を「母と子の健康バッグ」に
入れて、配布しています。
　母子手帳交付は、抱えている不安や問
題を把握できる良い機会であり、健康課
での直接交付や、届出書用紙の工夫を
検討し、その後のフォローにつなげてい
きます。

継続 　事業を継続する。

　「母と子の保健バッグ」に封入して
いた健康課のチラシ5種を冊子「妊娠
期のご案内」にまとめ、内容も充実さ
せて見やすい物に変更した。他課か
らのチラシも最新情報を提供する為
適宜変更した。母子健康手帳の交付
時には手帳の活用方法について具
体的に説明した。　転入者には妊婦
健診票発行時に出生通知票、「妊娠
期のご案内」「子育て便利帳」を渡し
当市の母子サービスの説明をした。
妊娠届出書をもとにハイリスクや不
安の高い妊婦に対し電話、訪問、面
接をして必要な情報提供、フォロー
を行った。

健康課
子ども・子育て支援事業計画
（妊婦健診事業）

34
プレ・パパ
ママクラス

　妊娠・出産・育児に関しての講話と実
習、母子健康サービスの紹介を行うとと
もに、親どうしの学びあい、仲間づくりの
場とともなっています（開催回数：6回/
年）。土曜版を実施することで、父親の参
加が増えており、参加者からも好評を得
ています。
　卒業生（出産後の母・父）を交えての同
窓会なども充実してきており、現在のプロ
グラムで経過を見ながら、若年層など参
加の少ない対象への対応などを検討して
いきます。

継続 　事業を継続する。

開催回数：　6回/年、1回4日間コー
ス（3日目は全回土曜日）。
参加者数：162人（実）398人（延）。
内容は平成24年度と同様。実習や
体験を取り入れ、情報をわかりやす
く伝えたり、仲間づくりのきっかけに
なるようにグループワークを実施。平
成25年度は先輩ママとの交流会が
持てなかったが、参加者の中の上の
子がいる母、父の体験談を聞いた
り、「先輩ママ、パパからのメッセー
ジ」を配布して、出産、育児のイメー
ジができるよう働きかけた。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

35
妊婦・新生
児・未熟児
訪問指導

　母性、乳幼児の健康の保持増進を図る
ために、妊娠中や出産後、乳幼児期にお
ける個々の健康上の問題について、保
健師及び助産師が家庭訪問し、保健指
導を行っています。
　平成20年度からは子育ての孤立化を
防ぐために生後４か月までの全戸訪問を
開始していますが、１割弱の家庭で、不
在や連絡がとれない状態です。早期より
適切な育児支援が受けられるよう、全戸
訪問を目指します。
（目標値）
こんにちは赤ちゃん訪問（全戸訪問）
実施率 100％

拡充
　訪問件数（訪問率）を増加さ
せる。

 妊婦訪問    26件/年
 産婦訪問    916件/年
 新生児訪問 674件/年
 未熟児訪問 51件/年
 こんにちは赤ちゃん訪問　191件/年

　新生児訪問・未熟児訪問等の訪問
延件数は増加している。

新生児の全戸訪問実施率　95%

健康課
子ども・子育て支援事業計画
（乳児家庭全戸訪問事業）

36 育児相談

　保護者の育児不安解消と、子どもの健
全な発達を援助するため、母乳・栄養・育
児等に関する個別相談を行っています。
（年10回、内、わくわく健康プラザ以外で
の出張相談：年２回)。
　離乳食や歯科に関する相談、４か月未
満児の占める割合は増加しています。幅
広い相談に対応できる、気軽な相談窓口
として、より多くの方に活用してもらえるよ
う、実施場所の拡大などを検討していき
ます。

継続 　事業を継続する。

　開催回数：　10回／年
　（内、児童館での開催回数　2回）
　利用者延数：１５３組

　年２回の中央児童館での実施が定
着し、参加者の満足度も高く、気軽
に利用できるものになっている。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

37 食事相談

　全市民（食生活に不安や悩みをもつ
方）を対象に、個別相談により、食生活に
関する不安や悩みを解消し、安心した食
生活を送れるよう支援します。

継続

　事業を継続する。
　個別相談を重視し、食生活に
関する不安や悩みを解消し、
安心した食生活を送れるよう
支援を目指す。また、食生活
改善、健康維持・増進を図る。

　開催回数：１９回/年
　相談者数：４８名

　医療機関に継続受診されている方
は主治医の指示を優先とした上で、
相談内容を整理し、食事での不明な
点など主治医に確認できるよう支援
を行い、要医療でありながら未受診
の方などには受診勧奨を行った。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

38 子ども相談

乳幼児健診や相談事業の結果、母子
の心理面や児の発達上、経過観察が必
要と判断された児について、定期的に心
理相談（個別、集団）を実施しています
（個別相談：年24回、集団グループ相談：
年21回）。

継続支援が必要な場合には、関係機関
と連携しながら調整しています。

継続

　事業を継続する。
　関係機関との連携強化、療
育機関・育児支援情報提供の
充実化を図る。

　子ども相談（個別）：24回／年
　　相談者数：474人
　子どもグループ（集団）：20回／年
　　参加者延数：207人
グループにて親子の様子をアセスメ
ント後、個別相談でフィードバックし、
必要な事業・療育機関につないでい
る。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

39
妊婦歯科健
診

妊婦自身の歯科保健意識が向上し、家
庭の口腔衛生について意識ができるよ
う、妊婦の歯科健診と口腔衛生指導（ブ
ラッシング指導）等を行っています。

妊婦自身の口腔ケアに加え、赤ちゃん
の歯や口腔に関する情報を知りたいとい
う要望があることから、健診前後の時間
を利用して小集団の指導を取り入れるこ
となどを検討していきます。

継続

　事業を継続する。
　予防を意識し、かかりつけ歯
科医院を持つきっかけとなるよ
う指導の充実を図る。

　実施回数：6回/年
　受診者数：91人
　プレ・パパママクラスの４回目として
同時申込を実施。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

40
乳幼児歯科
相談室

　１歳６か月健診、２歳児歯科健診の経
過観察者及び２歳児歯科健診受診後の
希望者を対象に、年齢や口腔内の状態
に応じた保健指導を行っています。
　継続的な健診を実施できるようにフォ
ローが必要であり、要経過観察者の健
診、予防処置等の事業を継続します。

継続
　事業を継続する。
　内容の充実を図る。

　乳幼児歯科相談：24回/年＋12回/
年（2歳児歯科健診同時開催）　計36
回実施。受診者実数656人。歯科予
防処置：192件実施。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

41

乳幼児健診
（３～４か
月、１歳６
か月、３歳
児）

　疾病の早期発見及び児の健全育成や
保護者への育児支援のため、総合的な
健診（一般・歯科・視聴覚）を行っていま
す（年16回）。
　受診率は95％前後で、未受診者に対し
ては、電話や地区担当保健師による訪
問等の働きかけを行い、できる限り未受
診を少なくするよう努めています。

継続 　事業を継続する。

　各健診とも16回／年、実施。
　＜３～４か月児健診＞
　　受診者844人、受診率96.4%
　＜１歳６か月児健診＞
　　受診者853人、受診率95.3％
　＜３歳児健診＞
　　受診者910人、受診率94.4％
　いずれの健診も受診率は高く、ほ
ぼ横ばいの状況である。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

13



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

42

発達健診
（及び未熟
児フォロー
アップ健
診）

　各乳幼児健診の結果、児童精神科的
領域及び運動・精神発達の遅れ等が疑
われる乳幼児に対し、児童精神・小児神
経学的立場に重点を置いた健診、作業
療法士による指導、個別相談を行い、障
害等の早期発見・早期療育を図っていま
す。

継続 　事業を継続する。

　開催回数：12回／年
　専門医1人、隔月毎に専門医２人
体制で実施して充実を図っている。
　受診者数：90人、予約者数97人
　必要に応じて、専門医療機関・療
育機関を紹介している。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

43 予防接種

　感染症の予防及び蔓延を防ぐために、
ＢＣＧ・ポリオ・三種混合・二種混合・麻
疹・風疹・日本脳炎の予防接種を実施し
ています。二種混合など接種率が低いも
のについて、接種率の向上に努めます。

継続

　感染症の予防及びまん延を
防止するため、ポリオ、三種混
合、麻しん風しん、日本脳炎、
ＢＣＧ等の予防接種を実施す
る。

　BCG：766件/年
　三種混合：926件/年
　二種混合：644件/年
　麻しん風しん混合：1,754件/年
　日本脳炎：4,070件/年
　四種混合：2,790件/年
　不活化ポリオ：1,071件/年
  ヒブ：3,695件/年（25年度より定期）
  小児肺炎球菌：3,595件/年（25年度
より定期）
　子宮頸がん予防：124件/年（25年
度より定期）

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

44 離乳食教室

　離乳食に関する正しい知識を伝え、実
習を通じた体験学習により親子に食教育
を実施しています。また、母親同士の交
流・情報交換等の機会の提供としても機
能しています。
　参加者からは好評を得ており、「大人の
食事から離乳食を取り分けて作るメ
ニュー」なども定着しつつあります。既に
申し込みが定員を上回ることがあります
が、当面は現状を維持して実施していき
ます。

継続

　事業を継続する。
　（参加者の増加）
　第二次食育推進基本計画の
中の重点課題となっている「共
食」についても、離乳食の時期
から保護者へ周知を目指す。

　開催回数：８回/年
　参加人数：１４５人
　①基礎編：３回　②応用編：４回　③
出張編：１回
　調理実習や試食を通して離乳食の
知識を伝え、不安軽減につながるよ
う、支援を行うとともに、母親自身の
朝食に関するアンケートの実施、朝
食の意義について普及啓発を図っ
た。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

14



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

45 幼児食教室

　離乳期から幼児期に移行する時期
に、幼児食の正しい知識を伝えるた
め、未就学児と保護者を対象に調理
実習と講義による食育を行っていま
す。
　要望の多い野菜を使った料理のレ
パートリーなど、内容を検討していき
ます。

継続

 事業を継続する。
 （参加者の増加）
　第二次食育推進基本計画の
中の重点課題となっている「共
食」についても、幼児食の時期
から保護者へ周知を目指す。
　また、多摩小平保健所圏域
重点目標となっている「野菜の
摂取量を増やす」「朝食の欠食
を減らす」　についても周知・啓
発を継続していく。

　開催回数：7回/年
　参加者数：親１１７人、子：１２０人
　①もぐもぐ幼児食教室
　　対象年齢：１歳児
　　内容：離乳食から幼児食への移
行時期の食事を講話、デモ、試食を
通して伝えた。
　②ぱくぱく幼児食教室
　　対象年齢：２～３歳児
　　内容：野菜を使った料理をデモと
試食でレパートリーを増やしたり、野
菜に触れるきっかけ作りを行った。
　③親子でＬｅｔ’ｓクッキング
　　対象年齢：４歳～未就学児
　　内容：親子で調理実習を行った
り、親子を分離しての食育を行った。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

46
プレママ・
クッキング

　調理実習を通して、妊婦の栄養、家
族の食事の大切さについて理解して
もらうため、妊娠16週以降の妊婦を
対象とした教室を開催しています。
　野菜摂取の少なさがうかがえるた
め、食事バランスガイドの「一日野菜
料理5皿」の普及・啓発も合わせて内
容を検討していきます。

継続

　事業を継続する。
　食事バランスガイドの「一日
野菜料理５皿」の継続普及・啓
発と食生活を見直すために
「妊産婦のための食生活指針」
に基づいた内容を継続してい
く。

　開催回数：６回/年
　参加人数：８１人
　プレパパママクラスの2日目として
実施。
食生活の見直しを図るとともに、食
事バランスガイドの「一日野菜料理5
皿」についても、普及・啓発を行っ
た。グループでの調理作業を通し
て、仲間づくりや交流の場となった。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

15



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

47
職域を越え
た地域の健
康づくり

　４課（健康課・障害福祉課・学務課・保
育課）の栄養士で連携を図り、食に関す
る健康づくりの基盤をつくります。
　統一のテーマとして、｢野菜たっぷり食
育宣言」のもと、地場野菜について知り、
食べる機会として、野菜を積極的に食生
活に取り入れられるよう取り組んでいま
す。
　統一のテーマをもちつつも、各課それぞ
れの取り組み方を考えるなど、日常業務
における食育の内容を推進します。

継続

　事業を継続する。
　第二次食育推進基本計画の
重点課題にあるように、四課
の連携により「生涯にわたるラ
イフステージに応じた間断ない
食育の推進」を引き続き目指
す。

　全体会議：３回/年
　代表者会議：３回/年
　食を通した地域の健康づくりネット
ワーク会議（多摩小平保健所・５市）
で重点目標になっている「野菜の摂
取量を増やす」「朝食の欠食を減ら
す」について、圏域食育推進月間（９
月）を設け普及啓発活動を実施。
上記目的及び、地場野菜の普及活
用促進のため、東くるめの野菜レシ
ピＰａｒt７の作成、発行（１回/年）を
行った。
印刷数：１９，６００部/１回
配布先：わかくさ学園、保育園、小・
中学校、乳幼児健診・乳幼児食教室
や、庭先販売農家、地場野菜取扱
スーパー、市民まつり等
内容：配布や、給食への取り入れ、
試食などを行い、媒体として活用し
た。
また、市民自らが食環境を整え、食
に対する意識を高められることを目
的として、野菜や、共食などについ
て、市広報へ掲載を行った。（３回/
年）

健康課
障害福
祉課
学務課
保育課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

48

はじめての
歯磨きレッ
スン《歯っ
ぴー・　ベイ
ビー》

　口腔ケアの第一歩として、口の観察や
乳児期の歯の手入れ等、早い時期から
無理なく親子がケアに慣れていくことで、
その後のむし歯予防などの予防行動に
つながるよう、８か月から10か月児の乳
児とその保護者を対象として、少人数で
のグループレッスンの形で教室を行って
います。
　対象月齢から離乳食や育児に関する
話題も多く、栄養士や保健師の相談を取
り入れています。

新規

　事業を継続する。
多職種と連携を図りながら、情
報提供等の内容を検討してい
く。

　開催回数及び参加者数：
　　乳児（8ヶ月～10ヶ月児）　8回/年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　90組
　　1歳児（1歳～1歳3ヶ月児）6回/年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　61組

　平成24年度の参加者アンケートな
どを受け開催回数を増加した。1歳
児クラスにおいて、歯科医師の講話
を3回実施した。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

16



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

49
親と子の
歯っぴ～ラ
イフ

　幼児期（就学前）において、食事や生活
リズム等の生活習慣・歯磨き等につい
て、就学前に生活習慣の見直しができる
ように、体験を通して正しい知識を伝えて
いきます。

新規

　事業を継続する。
参加人数の増加を課題とし
て、開催場所および内容を検
討する。

　開催回数：1回/年
　参加者数：親子9組26人
　内容：
　　第１部「健康劇～くるめちゃんの1
日～」
　　第２部「歯科医師講話、噛み比べ
体験、良い食事の姿勢体験」
　劇や体験などを通し、普段の生活
を振り返るきっかけづくりとして、親
子で学習する機会となった。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

50
スクールカ
ウンセラー
等の活用

 児童・生徒の心に寄り添い、気軽に相談
できる身近な相談者として、全小・中学校
にスクールカウンセラーを配置していま
す。また、教育センターに３名のスクール
ソーシャルワーカーを配置しています。
　東京都の派遣事業とも合わせて、小学
校へのスクールカウンセラーの配置を進
めます。

拡充

　東京都の派遣事業と合わせ
て、全小・中学校にスクールカ
ウンセラーを配置すると同時に
広報活動を行い、その活動実
績を上げる。

　東京都の派遣事業と合わせて、全
小・中学校にスクールカウンセラーを
配置した。
　本市主催のスクールカウンセラー
連絡会を生活指導主任会と共催し、
活動実績を上げた。
　毎月、各校のスクールカウンセラー
の活動状況を把握するため。実績報
告を提出させ、データを集約してい
る。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

51
セーフティ
教室の充実

　性感染症の予防、喫煙、薬物乱用防止
に対して、学校医、保健所、薬剤師等の
専門家と連携した指導を図ります。また、
警視庁等と連携した「セーフティ教室」の
充実を図り、問題行動等を予防する教育
を推進していきます。

継続
　全小・中学校において実施す
る。また薬物乱用防止教室も
全小・中学校で実施する。

　非行防止及び犯罪被害防止を目
的とし、薬物乱用防止教室も、全小・
中学校で実施した。
　各校で、田無警察以外にも講師を
要請するなど、各校の特色に応じた
活動実績を上げることができた。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

17
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52
休日診療・
休日準夜間
診療

　日曜日、祝日及び年末年始において救
急患者への診療を確保するため、休日
診療所をわくわく健康プラザと市内５医療
機関の輪番で実施しています。
　準夜間の診療については、市内２医療
機関の輪番で初期治療を実施していま
す。
　休日歯科診療所については、わくわく
健康プラザにて初期治療を実施していま
す。
　市民の健康維持管理上、休日における
救急患者の初期対応は必要であり、引き
続き実施していきます。

継続

　日曜、祝日及び年末年始に
おいて、急病患者への診療を
確保するため、東久留米医師
会及び東久留米歯科医師会
の協力を得て、休日診療所等
を開設。

　休日医科診療所はわくわく健康プ
ラザを含む市内７診療所の輪番制、
休日準夜間診療所は市内２病院に
よる輪番制、休日歯科診療所は、わ
くわく健康プラザ内で実施。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

53

小児医療体
制の確保と
充実
（小児初期
救急平日準
夜間診療事
業）

　近隣４市と５市医師会の協定により、平
日の通常的な診療時間終了後から準夜
間における小児の救急患者に対して、小
児救急医療事業を実施しています。
　５医師会の協力のもと、１か所の医療
機関で週２回から始まった準夜間の初期
救急を、２か所の医療機関で、各々５日と
３日実施へと拡大してきましたが、小
児初期救急の充実を求める声は多くなっ
ており、2か所で週５日への診療日数拡
大を検討しています。
小児救急医療への適切な受診に関する
啓発などを行います。

拡充
　２ヶ所で週５日の診療日数拡
大。

　２医療機関で19：30～22：30に診療
を実施。
　多摩北部医療センターでは平成21
年9月から週５日（月～金）、佐々総
合病院では平成20年10月から週３
日（月・水・金）の体制で継続実施し
ている。
乳幼児健診、個別相談等実施時に
救急医療受診に関する周知を図って
いる。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

54
かかりつけ
医等の普及

　広報や市のＨＰを通じて、かかりつけ医
やかかりつけ歯科医の普及・啓発に努め
ます。

継続 　事業を継続する。

　健康課ガイドに医療機関マップとし
て、東久留米市内医療機関、歯科医
療機関、薬局等を掲載し、かかりつ
け医等をもつことは、安心して暮らす
ための基盤であることを明記してい
る。
　また、各種事業・電話相談等で随
時対応している。受診医療機関の相
談については、内容に応じて複数の
機関をご案内している。

健康課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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55
小・中連携教
育の推進

　小・中学校９か年を見通した教育を推
進するため、各中学校区に小・中連携を
図るための連絡会を年２～３回開催し、
情報交換にとどまらず、相互の授業参観
実施、学習や生活指導のテーマごとの協
議などを行っています。
　小学校から中学校の子どもの学びの移
行を円滑に行うために、小・中連携推進
委員会の設置やモデル校による調査研
究等により、小・中学校が互いに連携を
図った教育を拡充していきます。

拡充

　小・中学校における小・中連
携の実践的な取組の実施率を
１００％とし、東久留米市のスタ
ンダードとして位置付ける。（年
2回の「小・中連携の日」におい
て、意図的・系統的に連携を推
進するため小・中学校におけ
る児童・生徒の直接交流を実
施する。）

　小・中連携教育第２期の中心事業
として、２回の児童・生徒の直接交流
を行った。１回は、小学校１１校で特
別活動やクラブ活動での交流を行
い、２校においては防災に関する取
組を実施した。
　２回は、中学校説明会や部活動体
験を実施し、中１ギャップの未然防止
に向けた取組ができた。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

56
教育の資質
向上

　公立学校の教職員の研修体系を整備
し、必要な教育課題に関する研修を実施
してきました。特に授業改善研究会によ
る教科・領域研究は年々充実してきてお
り、教員の資質や指導力の向上に欠か
せない研修の機会となっています。また、
教育課題研修会においても、今日的な教
育課題を計画的に取り上げ、学校の教育
活動がより円滑に進むように図っていま
す。
　今後は、より積極的に外部の講師を招
いていくとともに、各種研修や研究会の
位置づけを明確化するなどに取り組み、
さらなる教育の資質向上に努めます。

継続

　教員の経験や職層に応じた
研修の実施し、組織の一員と
して求められる力を育成すると
ともに、教科等や教育課題へ
の対応等、教員としての専門
性を高める研修研究を充実さ
せる。

　各校校長より、若手教員の授業改
善と指導力向上に適した授業者の
人選ができているとの評価を受け、
円滑に研究会を運営した。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

57
外部人材の
活用

　児童・生徒の豊かな成長を支援し、確
かな学力が身につくよう、生活指導補助
員、学習補助員（学生ボランティア）等、
積極的に外部人材を活用しています。
　地域人材の活用と優れた技術・技能や
高い専門性のある人材の活用は、小・中
学校全体に展開され定着しつつあるた
め、今後も継続して活用を進めます。

継続

　継続して外部人材を活用し、
特別支援が必要な児童・生徒
への対応や健全育成、学力向
上、体力向上等をはかる。

　東久留米市教育委員会「学校イン
ターンシップ」制度において、全校に
学生を配置した。
　東京都教師養成塾・教職大学院制
度等と共に教職を選択肢とするキャ
リアデザイン教育の一端を担い、各
校の学生ボランティア派遣のニーズ
にも応えることができた。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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58 教育相談

　学校不適応や、いじめ・不登校など、児
童・生徒及びその保護者を対象とした教
育相談を実施しています。また、主任会
や研修会には相談員が参加しており、学
校の窓口になる生活指導主任や特別支
援コーディネーターと市教育センターとの
連携を図っています。
　今後は、学習適応教室や相談室の活
動内容を周知するとともに、学校現場と
関係諸機関との連携強化、特に保護者
への支援のために子ども家庭支援セン
ターとの情報交換の機会を設定し、情報
の共有化を進めます。

拡充

　中央・滝山教育相談室とス
クールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー、学習適応
教室を有効活用し、関係諸機
関との連携を図りながら不登
校ゼロ、いじめゼロを目指す。

　生活指導主任会やスクールカウン
セラー連絡会等をとおし、各相談室
相談員やスクールソーシャルワー
カー、学校適応教室指導員との情報
交換の機会を定期的に設定した。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

59

学校給食の
食に関する
指導の全体
計画

　心身ともに健全で豊かな人間の育成を
目指し、学力の充実と道徳性の高揚を図
り、よりよい生活態度の育成に努めま
す。
　食事の重要性や喜び、楽しさを理解す
るとともに、心身の成長や健康の保持増
進のうえで、望ましい栄養や食事の取り
方を理解し、自ら管理していく能力を身に
つけます。正しい知識・情報に基づいて、
食物の品質及び安全性等について、自ら
判断できる能力を身につけます。食物を
大事にし、食物の生産等に関わる人々へ
の感謝の心を育み、地域の産物、食文化
の歴史等を理解するとともに、尊重する
心を養います。食生活のマナーや食事を
通じた人間関係形成能力を身につけま
す。

新規

　２６年度は東久留米市が都
小給研の発表のため、研究を
すすめ、各学校で実践してい
く。食育リーダーをはじめ、栄
養士、給食主任向けに食育講
演会を開催する予定。

全体計画にのっとり、各校で食育に
取り組んでいる。具体的には、季節
に合った旬の食材を使用した献立作
成行事食の導入、それにともなった
食育だよりの発行など。給食を媒体
とした授業（家庭科・保健体育）の実
施。栄養展を開催し、給食の紹介を
し、各校の食育リーダーはもとより、
保護者・地域の方々への啓蒙を行っ
た。

学務課
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

60
学校評議員
制度の充実

　公立学校に設置されている学校評議員
が、より機能し、地域・家庭・学校の連
携・協力を図ることにより、なお一層信頼
される学校づくりを実施。

拡充

　学校関係者評価について要
綱及び評価シートを提示する
等して、より客観的な評価がで
きるよう目指す。

　学校関係者評価を行う学校評議員
として外部の有識者を採用し、内部
評価について、学校関係者評価を実
施した。

指導室
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

20



［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

61
学校施設開
放事業

　地域活動や自主サークルの社会教育
の場として、小・中学校の特別教室を開
放。

継続
　各グループサークルの他、放
課後に子どもたちが利用でき
るようなシステムの確立。

中学校6校、小学校3校開放。地域の
各種グループの活動場所として利用
されている。小中学生を対象とした
活動は少ない。

生涯学習
課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

62
校庭・体育館
の開放事業

　スポーツ活動の場として校庭・体育館を
開放。

継続 　継続

継続
小中学校16校で校庭開放。
体育館は小学校全校（13校）を開
放。

生涯学習
課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

63
家庭教育事
業

　子育てをしていく中で、少しでも不安が
解消できるよう、身近なテーマを取り入れ
た家庭教育全般の講義と実習の講座を
開催しています。
　子育て中の方が一人でも気軽に参加で
きるような講座となるよう、受講者の意見
把握に努め、子育てに役立つ講座開催
に取り組んでいきます。

継続

　幼児期～中高生のお子さん
を持つ、子育て中の方にとって
役に立つ、気軽に参加できる
講座の推進。

家庭教育講座の実施。
主に子育て中の親を対象とした講座
３講座（全１０回）開催。
参加人数延べ118人

生涯学習
課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

64
ブックスター
ト

　乳幼児とその保護者に対し、1歳6か月
児健診時に、絵本を手渡し、あわせて読
み聞かせや手遊びを行い、読書を実際
に体験してもらう事業です。乳幼児期の
読書の啓発や地域の子ども施設への案
内、読み聞かせボランティアの参加によ
り世代間の交流を図ることも目的としてい
ます。
　参加者数も多く、参加者の評価も好評
です。目的に照らしたより効果的な実施
方法等を検討しつつ継続していきます。

継続

　東久留米市子ども読書活動
推進計画に本事業は位置づけ
られている。保護者に対する
子育て支援や地域への導入の
効果もある。一方、行財政改
革の必要から、全庁評価会議
において、事業手法の見直し
の方向が出された。絵本の配
布等を見直し、趣旨を生かした
実施方法の再検討を行う。

"事業継続
２５年度実績　８５４組に絵本配布

図書館利用の促進よりも、絵本を介
した家庭での親子のつながりを重視
すべきと考え、図書館の利用登録申
請書などの配布を見直した。"

図書館
各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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65 児童館事業

　児童の健全育成の拠点施設として、市
内５か所に児童館を設置し、各館でさま
ざまな事業が展開されています。
　平成18年度の指定管理者の導入以
来、４年が経過していますが、開館日時、
日数、事業対象者について、直営と指定
管理者の児童館で差があり、市民サービ
スに開きが生じています。
　今後は、より効果的な事業展開が図ら
れるよう児童館の在り方を検討し、児童
館事業の積極的な推進を図ります。

継続

　23年度～27年度の5年間、市
内5カ所の児童館のうち3カ所
において指定管理者が管理運
営を行う。開館時間・日数、利
用対象者などの面で、直営館
ではできない部分のサービス
の提供を行うとともに、直営と
指定管理者との連携を密に
図っていく。直営館の中央児童
館の中核的役割が求められ
る。

　子どもセンターひばり・けやき・滝山
児童館の３館が、指定管理運営業務
委託となっている。くぬぎ児童館の老
朽化（耐震）に伴い、平成２６年２月
をもって利用停止とした。

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（地域子育て支援拠点事業）

66
学童保育事
業

　小学校３年生までの児童の放課後の居
場所、健全育成事業として、市内15か所
で学童保育事業を行っています。
　平成21年度に71人以上の児童が在籍
する大規模学童保育所の増改築・分割を
行い事業環境を向上させました。またこ
れにより、学童保育待機児の問題も長期
的な解決が見込まれています。

（指標）
・待機児学童児童数
・児童一人当たりの保育面積

継続

　23年度14小学校21学童、24
年度は第四小学校が閉校し上
の原学童保育所も閉所とな
る。今後、小学校の適正化に
より学童保育所を取り巻く環境
も変化していくと考えられるの
で、柔軟に対応できるよう、職
員の補強をしていく。

　平成２４年度から１３学校２０か所
の学童保育所で、児童を受け入れて
いる。平成２５年度は待機児なし。

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（放課後児童健全育成事業）

67
児童館での
居場所づくり

　児童館では小学校低学年から中高生
等の居場所づくりを推進しています。現
状では、中高生を対象とした事業展開が
できているのは、指定管理者運営による
１館にとどまりますが、運営のメリットを生
かし、開館時間・日時と利用対象者の拡
充を図ります。

継続

　23年度から5年間、3児童館
で指定管理者による運営とな
り、さらなる中学・高校生の夜
間の利用が増えるよう取り組
んでいく。

　平成２３年度から指定管理３児童
館での、中学・高校生の居場所づくり
として、午後５時以降の利用ができ
るようになっている。平成２５年度の
利用者は、中学生3,687人、高校生
2,204人であった。

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（地域子育て支援拠点事業）
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68
体験学習事
業

　市内の子どもたちに自然・伝統文化・芸
術などを自分自身で体験し、技術等を修
得してもらう体験学習を開催しています。
今後も芸術・文化・科学・自然等の本物を
体験できる事業への取り組みを進めると
ともに、市外に出る形だけでなく、地元で
本物体験（農・商）ができる事業展開を検
討します。

継続

　地元に残る芸術・文化・自然
等を、地域の団体と連携し、市
内外を問わず、様々な体験が
出来るイベント・教室の開催。

伝統文化の継承ということで、地域
の団体と協力し，華道・舞踊・茶道な
どの教室開催。またＮＰＯ法人東久
留米市文化協会の協力を得て、高
崎市榛名地域にて、田植え・稲刈り
体験を実施。

生涯学習
課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

69
ジュニアクラ
ブ事業

　小学校5年生から高校３年生までを対
象として、男女異年齢の集団活動を中心
に、各種体験活動を行っています。さまざ
まな課題に直面しながら、一年間の活動
を通じて互いを思いやる心を養い、よき
社会人としての基礎作りに貢献していき
ます。

継続
　将来、地域のリーダーとなる
人材の育成を目的とした講座
の推進。

平成25年４月１４日～２６年３月９
日、２泊３日の活動を含め１２日間実
施。参加者数延べ２２４人。

生涯学習
課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

70

地区青少年
健全育成協
議会への支
援

　青少年をめぐる社会環境の浄化と青少
年の健全育成を図ることを目的に、７地
区の中学校地区青少年健全育成協議会
が各種の事業を実施しています。
　地区により、年齢層、各世代の人口等
に違いがあり、事業の実施・参加者数に
は違いがありますが、地域が主体となっ
て青少年を健全育成するという趣旨を尊
重し、今後も支援を継続していきます。

継続
　各中学校地区青少年健全育
成協議会への支援を継続。

　各中学校地区青少協(7地区)事業
の実施。
　地域清掃、夏休み理科教室、音楽
会、にこにこフェスタ、もちつき体験、
しめなわづくり、安全パトロール等。

子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

71
愛のひと声
運動

　青少年の健全育成を図る目的で、全市
民参加のもとに愛のひと声運動が展開さ
れています。
　市民のボランテイア活動にお願いする
部分が大きい事業ではありますが、市と
しても継続して支援していきます。

継続
　愛のひと声運動実施委員会
への支援を継続。

　愛のひと声運動実施委員会開催。
・各中学校地区単位実行委員会（7
地区）開催。
・愛のひと声運動健全育成標語「あ
いさつと 地域で守る 未来の芽」（平
成25年度選定）の看板を設置。

子育て支
援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

72
ふれあい交
流の促進

　児童館において、小学校低学年から中
高生年代、高齢者ボランテイアとのふれ
あいや交流を推進します。お話会・将棋
大会・卓球大会・ハイキング等、各児童
館での特色ある事業を検討していきま
す。

継続

　23年度から指定管理者の運
営に変わった2館についての動
向に注視し、新しい事業など参
考に、各児童館が連携しなが
ら特色のある事業を今後も続
けていく。

　指定管理児童館を含めた、５館の
児童館において、高齢者ボランティ
アより将棋教室・伝統遊び等実施。
また老人施設訪問等の事業を行っ
た。

子育て支
援課

子ども・子育て支援事業計画
（地域子育て支援拠点事業）

73
地域スポー
ツクラブの支
援事業

　地域で活動しているスポーツクラブに対
し、活動場所として体育施設（スポーツセ
ンター、学校含む）を貸し出しています。
また、大会やイベントに対しては施設年
間利用計画に基づき提供しています。施
設数に比べ利用希望団体数が多く、特に
新規の団体はなかなか利用できていな
いという課題はありますが、施設に応じた
活動場所の提供を継続します。

継続 　継続
継続
ＮＰＯ法人アリアンテが活動

生涯学習
課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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74
安全・安心
まちづくり
の推進

　東久留米市安全・安心まちづくり推進
計画に基づき、事業を推進します。
防犯ボランティア同士の意見交換会を市
内３地区の各地域センター等で行うこと
により、参加者を増やし、より密度の高い
交換会としていきます。
（指標）
市内の防犯ボランティア及びわんわんパ
トロール隊登録団体・登録者数の増加。

継続

　市内防犯ボランティア団体及
びわんわんパトロール隊の登
録者数の増加。市職員の青色
防犯パトロール登録者の増
加。

東久留米市安全・安心まちづくり推
進計画に基づき、事業を推進してい
る。２５年度は東京都治安対策本部
から派遣されたプロの劇団員による
寸劇を交えた防犯講話を実施した
（防犯講演会）。また、昨年度と同
様、市職員を対象に、田無警察署員
による青色防犯パトロール講習会を
実施した。

防災防
犯課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

75

道路・公
園・公的建
築物のバリ
アフリー化
の推進

　道路・公園・公共建築物のバリアフリー
化については、施設の建設・改修時に順
次行っています。
　今後は、庁内の一体的な推進体制の
構築、バリアを感じる人たちの意見を反
映できる仕組みづくり、ユニバーサルデ
ザインへの取り組み等が課題であり、バ
リアフリー化及びユニバーサルデザイン
への取り組みを進めていきます。

継続 　推進

道路・公共建築物等は、「東京都福
祉のまちづくり条例」「東久留米市道
路の移動円滑化の基準に関する条
例」によりバリアフリー化を推進して
いる。

施設建
設担当

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

76

通学路や公
園等におけ
る防犯灯等
の整備

　通学路には防犯灯を、公園には公園灯
を設置しています。今後、人目につきにく
い場所や裏通りなどに防犯灯を増設した
り、既存の照度アップを図っていきます。
また、公園灯については、平成16年度以
降に開園した公園には全て設置していま
す。維持管理費の増加に伴い、今後は適
正な配置と、節電効果のある効率性の良
い防犯灯への更新等を図っていきます。
（指標）
防犯灯全灯数
公園灯の設置している公園数の増加。

継続

継続的に必要な箇所への防犯
灯・公園灯の新設、照度向上
を進める。

　職員の目視及び近隣住民等の指
摘に基づき、防犯灯の新設、修繕並
びに照度向上を行った。
平成25年度末　防犯灯数：９，１８４
灯
（施設管理課）

　新規開園した公園５箇所に公園灯
設置し、照度向上を行った。（環境政
策課）

施設管
理課
環境政
策課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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77
住宅に関す
る情報提供
の実施

　国や東京都で実施している住宅に関す
る助成制度や相談事業などの案内につ
いて、今後も引き続き行っていきます。

継続
　引き続き情報提供を行ってい
く。

住宅に関する助成制度や相談事業
等について情報提供を行った。

都市計
画課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

78
都営住宅建
替えに関す
る事務

　都営住宅建替えに際し、周辺環境に配
慮した建替えを要請するとともに、地域の
実情等を踏まえつつ、子育ての段階に応
じた多様なファミリー向け住戸の整備、並
びに公園・緑地や保育所等の子育て支
援施設の整備について協議していきま
す。

継続
　具体的な整備について、協
議を行っていく。

　南町一丁目アパートの建替えに当
たり、協定に基づき、各施設の所管
部署を中心として協議を行った。

都市計
画課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

79
機構住宅建
替えに関す
る事務

　機構住宅建替えに際し、周辺環境に配
慮した建替えを要請するとともに、地域の
実情等を踏まえつつ、子育ての段階に応
じた多様なファミリー向け住戸の整備、並
びに公園・緑地や保育所等の子育て支
援施設の整備について協議していきま
す。

継続
　引き続き施設整備について、
協議を行っていく。

　主としてひばりが丘団地内の整備
敷地における民間事業者による住
宅等の建設事業に当たり、協議を
行った。

都市計
画課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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80

男女共同参
画情報誌
「ときめき」
の発行

　男女共同参画情報誌「ときめき」の発行
や男女平等推進センターでの講座等に
おける啓発活動を行います。

継続 　広報・啓発・情報提供の推進

男女共同参画情報誌「ときめき」第
51号・52号を発行し、幅広く啓発を
行った。（各4,000部／計8,000部発
行）

生活文
化課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

81

男性向けの
家事・育児
等の講座の
充実

　男性の家事・育児への参加を促進する
ための啓発講座や、家事・育児を行って
いくために必要な知識・技能を取得する
ことを目的とした各種講座を実施します。

継続 　広報・啓発・情報提供の推進

男女平等推進センターにおいてワー
クライフバランスについての講座を
実施し、意識啓発に努めた。また、
メーリングリストを用いて、情報発信
や講座への参加を呼び掛けた。

生活文
化課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　３（１）仕事と生活
の調和）

82
雇用主・企
業への啓発
活動

　仕事と子育ての両立支援に関して、男
女平等推進センター講座、男女共同参画
情報誌「ときめき」等による啓発活動を実
施します。
国や東京都等で実施している事業の周
知を行い、仕事と子育てが両立できる環
境構築を促進していきます。

拡充
　連携強化及び広報・啓発・情
報提供の充実

国や都、各自治体の取組状況につ
いて、情報収集するとともに、男女平
等推進プランの重点施策として、市
内の雇用主向けの講座実施に向け
て。準備したいる状況である。（実際
の講座実施は26年度以降に予定）

生活文
化課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　３（１）仕事と生活
の調和）

83
行政機関内
部での支援
事業

　一事業主として特定事業主行動計画を
平成17年度に策定し、子育てに関する制
度の周知徹底、職員の妊娠中及び出産
後における配慮の充実、男性の育児参
加支援、育児休業を取得しやすい環境の
整備などに取り組んでいます。次期にお
いても、子育てに関する制度の充実を
図っていきます。

継続

　・制度の周知徹底
　・妊娠中及び出産後における
配慮
　・男性の育児参加の支援
　・育児休業を取得しやすい環
境整備
　・子育てしやすい職場環境づ
くり
　・仕事と生活の両立、固定的
な性別役割意識の是正
　・子育てバリアフリー
　・子どもを交通事故や犯罪か
ら守る運動

・子育て環境の整備等に関し、平成24年度より
地方公務員法第３条第３項第３号に基づく嘱託
職員についても旧姓使用を可能にした。
平成25年度では、期末手当に係る在職期間の
算定について、従来は、育児休業法第２条の規
定により育児休業をしている職員として在職し
た期間については、その２分の１の期間を算入
しなかったが、制度を改正し、1カ月以下の育児
休業の場合は、除算されないこととした。
また、子どもの看護休暇について、対象を小学
校就学前の子から、小学３年生までの子に拡充
した。
・仕事と生活の調和に向け、現在のニーズに対
応すべく、結婚休暇について、取得可能期間を
結婚後１ヶ月以内から６ヶ月以内に拡充した。
・保健師、臨床心理士による相談業務を拡充す
るなどの様々な改善を重ね、計画の推進に取り
組んでいる。

職員課
子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　３（１）仕事と生活
の調和）
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84
女性の再就
職支援事業

　出産・育児により就業から離れた女性
に対して、男女平等推進センター主催講
座などにより、再就職の支援を行いま
す。
　また、他の就業支援組織と連携した女
性の再就職支援に取り組みます。

継続
　男女平等推進センターを拠
点とした情報提供・スキルアッ
プ等女性の再就職支援の推進

多様な働き方について、男女平等推
進センターで連続講座を実施した。
また男女共同参画情報誌「ときめき」
においても女性の就業についての特
集を組み、女性の再就職支援の一
助とした。

生活文
化課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　３（１）仕事と生活
の調和）
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85
道路維持事
業

　市内には狭く、歩きづらい市道もありま
すが、段差の少ない歩道形態への改良、
交通安全対策として道路標示の新設等、
今後も安心して通行できる市道として維
持管理に努めていきます。

継続

　道路舗装補修工事5ヵ年計画
を基本に劣化した舗装補修を
行って行く。
交通安全施設については、小
学校の通学路点検等を基に交
通安全施設の設置、修繕を
行って行く。

　市道利用者の安全確保のため、道
路の維持補修、並びに交通安全施
設（路面標示・標識等）を行った。
1）道路舗装補修工事等（５６件）
2）交通安全施設新設・修繕
（区画線、通学路表示等実施）

施設管
理課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

86

交通安全教
室の開催
（交通安全
教育の推
進）

　子ども及び子育て中の保護者等を対象
に、参加・体験型の交通安全教育を年８
回開催しています。学校・自治会の協力
による取り組みのため、ＰＲや会場の確
保等を引き続き支援していきます。

継続 　開催回数：9回／年。 開催回数：9回／年。
都市計
画課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業

87
かけこみハ
ウス事業の
推進

　児童及び生徒が不審者等から避難す
る必要があるときに、その一時的な避難
場所として協力していただける世帯の拡
充を図る。

継続
　かけこみハウス協力家庭等
の増加。

　かけこみハウス協力家庭等：2,065
世帯。
　かけこみハウス啓発と犯罪抑止効
果のため「かけこみハウス」立て看
板を各地域に設置。

子育て
支援課

各所管課において、法令等又は
各種計画等に基づき検討、実施
していく事業
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88
児童虐待防
止対策の充
実

　平成19年度に従来の「児童虐待防止
ネットワーク」から「要保護児童対策地域
協議会」へと移行し、関係機関が連携を
図り、児童虐待や支援を要するすべての
子どもを視野に入れた対応を行っていま
す。
　子ども家庭支援センターが虐待の早期
発見・見守り機能をあわせもった先駆型
へ移行するにあたり、虐待対応ワーカー
を配置することで、関係機関や地区担当
との連携をさらに強化し、見守りを含めた
対応の充実を図ります。
　関係機関向け子ども虐待防止マニュア
ルを作成し、早期発見、早期対応の重要
性の周知をしていますが、まだまだ不十
分な面もあり、今後も十分な周知と内容
の充実に努めます。

拡充

　要保護児童対策地域協議会
の会議だけではなく、日常的に
関係機関の連携がとれるよう、
各機関との連絡会を充実す
る。
　また、関係機関対象の研修
等の実施で地域で児童虐待防
止への理解、対応力の向上を
目指す。

・子ども家庭支援センターにおいて
は、要保護児童対策地域協議会の
会議だけではなく日常的に関係機関
の連携がとれるよう、各機関との連
絡会を健康課と１１回、教育相談室１
回、民生・児童委員２回等施行し連
携している。
・関係機関対象の講演会年２回実施
し地域での児童虐待防止への理解、
対応力の向上を目指している。
・既存の下里しおん保育園内、はこ
ぶね館でも日常的な事業を実施。
　事業回数　　１１４回
　参加人数　４,３１０人

子育て
支援課
（子ども
家庭支
援センタ
-）

子ども・子育て支援事業計画
（養育支援訪問事業その他要支援
児童、要保護児童等の支援に資す
る事業）

89

ひとり親家
庭ホームヘ
ルプサービ
ス事業

　ひとり親家庭に対して一定の期間ホー
ムヘルパーを派遣し、日常生活の世話等
必要なサービスを提供しています（義務
教育低学年までの児童のいるひとり親家
庭を対象に実施）。
　利用世帯数は毎年度増減はあるもの
の、制度としては十分に確立しているた
め、現状を維持して実施していきます。

継続 　継続

利用限度
12回以内/月
8時間以内/日
平成25年度：利用世帯　22世帯

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）

90
母子及び寡
婦自立促進

　生活保護就労支援員と協力して自立の
ための相談支援を実施しています。現状
を維持しながら、生活保護就労支援員と
調整・連携を図り、自立促進計画の策定
を模索していきます。

継続 　継続
平成25年度：相談件数　19件
平成25年度：就業実績　　9人

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）
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［事業一覧］

事業名 事業の内容 区分 平成２６年度までの目標 平成２５年度までの進捗状況 所管課 今後の事業の掲載

91
児童扶養手
当支給事業

　母子家庭等の生活の安定と児童の福
祉の増進を目的に、18歳未満（障害児は
20歳未満）の児童を養育している一定の
所得基準以下の母子家庭に手当を支給
しています。法定受託事務として今後も
実施していきます。

継続 　継続

支給額
　平成25年4月～
  全部支給：41,430円/月
　一部支給：41,420～9,780円/月
　平成25年10月～
　全部支給：41,140円/月
　一部支給：41,130～9,710円/月
　第2子：5,000円/月
　第3子：3,000円/月
　受給者数　916名

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）

92
児童育成手
当支給事業

　ひとり親家庭等の生活の安定と児童の
福祉の増進のために、18歳未満（障害児
は20歳未満）の児童を養育している一定
の所得基準以下のひとり親家庭等（父子
家庭も対象）に手当を支給しています。
財源を負担する東京都の条例に基づき
今後も実施していきます。

継続 　継続

育成手当
　13,500円/月・人
　障害手当
　15,500円/月・人
　受給者数　1,209名

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）

93
ひとり親家
庭医療費助
成事業

　ひとり親家庭の父、母及び児童、養育
者及び養育者が養育する児童に対して、
国民健康保険等各法の規定により医療
費の給付が行われた場合における医療
費のうち被保険者が負担すべき額の一
部を負担します。財源の一部を補助する
東京都の補助要綱に準じて今後も実施し
ていきます。

継続 　継続

　市内に居住する18歳未満（障害児
は20歳）の児童を養育していて、一
定の基準以下の父と子（母と子）に
対し、保険診療にかかる自己負担分
の全部ないし2割を助成する。
対象　1,731名

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）

94
ひとり親家
庭住宅手当
助成事業

　民営の借家住まいのひとり親家庭に対
し、住宅費の一部を助成します。
　市単独事業として実施しており、他市に
はない事業ということで喜ばれている事
業であり、今後も実施していきます。

継続 　継続

　20歳未満の子どもを持つひとり
親で民間のアパートに居住して
いる世帯を対象に家賃助成とし
て3,500円/月の手当を支給。
　（児童育成手当の所得制限額）
　対象　266世帯

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）
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95
母子家庭自
立支援給付
金事業

　母子家庭の母を対象に、指定の教
育訓練講座の受講料の一部を助成
する他、看護師や介護福祉士等の資
格取得に対する支援を行っていま
す。今後もこの事業を通じて積極的
に就業支援を行っていきます。

継続 　継続

平成25年度
教育訓練給付金　　　　1件
高等技能訓練促進費　8件

平成25年度より父子家庭の父も対
象となった。

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）

96
母子保護の
実施事業

　市内在住の配偶者のない女子等に福
祉に欠けるところがある場合に、申し込
みにより、母子生活支援施設への入所
手続きを行います。制度として確立してい
るものではありますが、入所中の世帯の
状況に合った方策により、いかに自立さ
せていくかが課題であり、内容の充実を
図りながら実施していきます。

継続 　継続 平成25年度末：4世帯入所中
子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）

97

ひとり親家
庭に対する
相談体制の
強化

 母子の相談は、母子自立支援員２人を
配置して実施しています。教育訓練給付
金、高等技能訓練促進事業、東京都母
子（女性）福祉資金の貸付などの制度は
確立しているので、必要な人に必要な支
援が届くよう、ひとり親サービス利用者へ
の説明と、広報や市ＨＰ等を活用した幅
広い情報提供に努めます。

継続 　継続
平成25年度：相談件数　　869件
平成25年度：相談回数　1,942回

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（３）ひとり親家庭
の自立支援）
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98
早期発見の
取り組みの
充実

　 各健診の結果、経過観察健診として、
発育・発達の経過観察を行っています。
また、児童精神科的領域及び運動・精神
発達の遅れ等が疑われる乳幼児に対し
ては、児童精神・小児神経学的立場に重
点を置いた健診、作業療法士による指
導、個別相談を行い、障害等の早期発
見・早期療育を図っています。
　乳幼児健診や相談事業の結果、母子
の心理面や児の発達上、必要に応じて、
心理相談（個別、集団）を実施しています
（個別相談：年24回、集団グループ相談：
年21回）。
　継続支援が必要な場合には、関係機関
と連携しながら調整しています。

継続 事業を継続する。

　経過観察健診：48回/年
　受診者数354人、受診率88.5%

　発達健診：12回/年
　受診者数90人、受診率93.0%

　必要に応じて療育機関や専門
医療機関を紹介し、適宜関係機
関と連携しながら調整している。

健康課
子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（２）特別な支援
を要する児童への施策）

99
障害児保育
の充実

　保育園での障害児保育を充実するため
に、わかくさ学園など専門的施設・機関と
連携し、障害のある乳幼児に対し、早期
治療や個々の発達状況に応じた保育を
提供できるよう体制の充実を図る。

拡充

　実施園を拡大するとともに東
京学芸大学特別支援学校等と
も継続して連携し巡回相談を
充実させる。

　認可保育所（認定子ども園含）１７
園中、入所申請時で障害児保育に
対応する園は１２園あるが、他園でも
入所後に配慮が必要な場合には対
応している。
　また、公立・公設民営園は東久留
米市障害児保育審査会にて、審議し
保育園と連携を図っている。

保育課
子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（２）特別な支援
を要する児童への施策）

100
障害児療育
の充実

　障害乳幼児の療育・指導を行い、同時
に保護者にも指導・援助を行う。相談事
業によって、発達上心配な点のある乳幼
児及び家族を支援し、関係機関との連携
を図る。

継続

　保育園、幼稚園への巡回相
談・指導の体制作り及び学齢
障害児への支援体制の確立を
図るとともに、児童発達支援セ
ンターへの移行についても検
討する。また、市民の障害へ
の理解を広め、子育てしやす
い環境作りを進める。

わかくさ学園通園部門では３５名の
療育を継続。発達相談室は学齢期
の相談及び保育園等への訪問相談
も積極的に進め、２５年度の利用者
は２７１名で、うち５１名が学齢児、１
名が成人であった。２５年２月から相
談支援事業所の指定を取得している
ので、育児困難家庭についても、医
療機関や学校、児童相談所、子ども
家庭支援センター等の関係機関とも
連絡会議等を継続し、必要に応じて
迅速な対応を講じている。

障害福
祉課
わかくさ
学園

子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（２）特別な支援
を要する児童への施策）
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101
学童クラブ
への障害児
の受け入れ

　放課後健全育成事業における障害児
の受入を推進します。

継続
　障害児に対しての研修の充
実、職員の増員などの検討を
行う。

　受け入れ児童は健常児と同じ小学
1年～３年生。障害児保育に対して
の研修を実施。子ども・子育て会議
の中でも障害児の受け入れ拡大に
ついて議論がされている。

子育て
支援課

子ども・子育て支援事業計画
（放課後児童健全育成事業）

102
特別支援教
育の実施

　特別支援教育を円滑に推進するため、
各学校において特別支援コーディネー
ターを中心に校内委員会での協議や関
係諸機関との連携などに取り組み、児
童、生徒一人一人に応じた指導及び支
援の充実を目指しています。
　また、小学校３校、中学校２校に教育活
動全般において特別な指導を必要とする
児童、生徒を対象とする固定学級（知的
障害）を設置しています。更に、教育活動
の一部において特別な指導を必要とする
児童、生徒を対象とする通級指導学級
（情緒障害）を小学校１校、中学校１校に
設置し、指導・支援を行っています。

拡充

　１　小学校特別支援学級の
      設置（平成２５年度）
　２　中学校特別支援学級の
      設置（平成２６年度）

１　平成25年4月、市立南町小学校
及び第六小学校に特別支援学級を
開設した。このことにより、固定学級
（知的障害）は小学校3校から4校と
なり、固定学級（自閉症・情緒障害）
は小学校1校に新設となった。更に、
通級指導学級（情緒障害）において
も、小学校1校から2校となり、難聴学
級・言語障害学級が小学校1校に新
設され、指導・支援が行われている。
２　中学校特別支援学級開設準備委
員会及び作業部会を設置し、平成26
年度の開設準備を進める。"

学務課
子ども・子育て支援事業計画
（その他の事項　２（２）特別な支援
を要する児童への施策）
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